
 

 

議案第６７号説明資料 

 

   丹波篠山市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に 

関する条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

地域再生法第十七条の六の地方公共団体等を定める省令（平成２７年総務

省令第７３号）の一部改正が令和８年３月３１日に公布されたことに伴い、

所要の改正を行います。 

 

２ 改正の概要 

  本条例は、地域再生法に定められた地方拠点強化税制により、丹波篠山市

以外に本社を置く企業が、本社機能を有する施設やその一部を丹波篠山市に

移転した場合に、固定資産税の課税特例として不均一課税とすることを定め

ています。その適用期限は令和８年３月３１日までとしていましたが、地方

拠点強化税制の延長により、丹波篠山市においてもその適用期限を令和１０

年３月３１日まで延長します。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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議案第６８号説明資料 

 

丹波篠山市職員等の旅費に関する条例の全部を改正する条例につ 

いて 

 

１ 改正の趣旨 

国家公務員等の旅費制度については、デジタル化の進展、旅行商品や販売

方法の多様化、交通機関・料金体系の多様化、宿泊料金の変動などの経済社

会情勢の変化に対応するとともに、公務員の働き方改革に資する事務負担軽

減を図るため、国家公務員等の旅費に関する法律の一部を改正する法律（令

和６年法律第２２号）が令和７年４月１日から施行されています。これにと

もない、国家公務員等の旅費に関する法律施行令が令和７年４月１日に制

定、国家公務員等の旅費支給規程が令和７年４月１日と令和８年４月１日に

改正されました。 

丹波篠山市におきましても、国に準じて旅費制度の改正を行い、経済社会

情勢の変化等に対応するため、丹波篠山市職員等の旅費に関する条例の全部

を改正します。 

 

２ 改正の概要 

（１）旅費の計算等に係る規定の簡素化 

ア 旅費について、最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合

によって計算することとした上で、旅行に要する実費を弁償するための

ものとして、旅費の種類及び内容にかかる規定を簡素化します。 

宿泊料は定額支給方式から実費支給方式（上限付き）に変更します。 

イ デジタル化の進展を踏まえ、旅行命令簿及び請求書の様式を廃止し、

旅行者に対する旅行命令簿等の提示を、旅行命令簿等に記載又は記録を

する事項の通知に改めます。なお、将来的には旅行命令や承認などをオ

ンラインで行うシステムの導入を念頭に置いていますが、当面の間は現

状の運用を継続するものとします。 

（２）旅費の支給対象の見直し 

ア 旅行命令権者が認める場合には、出張や勤務の実態に応じて、自宅な

どから出発する旅行に係る旅費の支給を可能とします。 

イ 旅行者に対する旅費の支給に代えて、旅行代理店などに対して市から

直接、旅費に相当する金額を支払うことできるようにします。直接支払

うことができる者は旅行役務提供契約を締結した旅行代理店、引越し業
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者、クレジットカード会社などとします。 

ウ 鉄道賃のうち、急行料金（座席指定料金を含む。）の支給について、

現行の距離による制限（特別急行列車：片道 100km 以上、普通急行列

車：片道 50㎞以上、座席指定：片道 100km以上）を廃止し、旅行の実

情に応じて公務上必要であれば支給できることとします。また、これま

で鉄道賃の対象は鉄道のみでしたが、その対象を軌道（路面電車やモノ

レールなど）にも範囲を拡大します。 

エ 車賃にかかる規定を廃止して「その他の交通費」を新設し、路線バス

やタクシー、レンタカーによる移動の実費額を支給することとします。 

オ パック旅行商品代のための旅費種目として「包括宿泊費」を新設しま

す。 

カ 宿泊料を「宿泊費」として改め、別表のとおり都道府県ごとに宿泊費

基準額を設定します。原則として、宿泊費基準額以内での実費の支給と

なりますが、例外として宿泊費基準額を超える宿泊費も支給可能としま

す。 

キ 「宿泊手当」を新設し、夕朝食代の掛かり増しを含む雑費に充てる旅

費として、宿泊を伴う場合にのみ支給します。宿泊手当は、一夜あたり

2,400 円とし、宿泊代金に朝食または夕食の食事代が含まれている場合

は 1,600円とし、宿泊代金に朝食と夕食の食事代が含まれている場合は

800円とします。 

ク 赴任時の旅費の支給対象について、扶養要件を廃止し、同居する家族

に支給します。 

（３）適正な支出の確保 

旅行の実態に即した旅費の支給が可能となる一方で、自由度が増す面も 

あることから、より一層、適切な支給を担保する必要があります。そのた 

め、旅費条例及び条例施行規則の規定に違反して旅費の支給を受けた旅行 

者などに対して、旅費の返納を求めるとともに、旅行者の給与などからの 

控除を可能とする規定を設けます。 

 

３ 施行期日 

令和８年１０月１日 

 

４ 引用条例の改正 

①丹波篠山市固定資産評価審査委員会条例（平成 11 年篠山市条例第 31 号） 

②丹波篠山市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（平成 11

年篠山市条例第 45号） 
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③丹波篠山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例（平成 11年篠山市条例第 46号） 

④丹波篠山市臨時又は非常勤の嘱託員等の報酬及び費用弁償に関する条例

（平成 11年篠山市条例第 47号） 

⑤丹波篠山市証人等の実費弁償に関する条例（平成 11年篠山市条例第 48号） 

⑥丹波篠山市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（平成

11年篠山市条例第 50号） 

⑦丹波篠山市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成 19 年篠山市

条例第 26号） 

⑧丹波篠山市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年

丹波篠山市条例第 32号） 

 

規則別表（宿泊費基準額）※本資料作成時点の案（基準額は国に準じる。） 

区分 宿泊費基準額（1夜につき） 

北海道 15,000円 

青森県 12,000円 

岩手県 10,000円 

宮城県 12,000円 

秋田県 11,000円 

山形県 10,000円 

福島県 9,000円 

茨城県 11,000円 

栃木県 11,000円 

群馬県 12,000円 

埼玉県 16,000円 

千葉県 17,000円 

東京都 21,000円 

神奈川県 16,000円 

新潟県 16,000円 

富山県 11,000円 

石川県 10,000円 

福井県 10,000円 
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山梨県 13,000円 

長野県 13,000円 

岐阜県 13,000円 

静岡県 12,000円 

愛知県 12,000円 

三重県 12,000円 

滋賀県 11,000円 

京都府 20,000円 

大阪府 16,000円 

兵庫県 17,000円 

奈良県 12,000円 

和歌山県 11,000円 

鳥取県 9,000円 

島根県 12,000円 

岡山県 14,000円 

広島県 14,000円 

山口県 9,000円 

徳島県 10,000円 

香川県 15,000円 

愛媛県 12,000円 

高知県 12,000円 

福岡県 17,000円 

佐賀県 11,000円 

長崎県 13,000円 

熊本県 14,000円 

大分県 11,000円 

宮崎県 11,000円 

鹿児島県 11,000円 

沖縄県 12,000円 
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丹波篠山市税条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

  地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）、地方税法施行令

等の一部を改正する政令（令和８年政令第８３号）、地方税法施行規則及び地

方税法施行規則の一部を改正する等の省令の一部を改正する省令（令和８年総

務省令第４４号）が令和８年３月３１日に公布され、令和９年１月１日から順

次施行されることとなったので、議案第６９号により丹波篠山市税条例の一部

改正を行います。 

 

２ 改正の概要 

個人住民税関係 

改正概要 該当条項 

(1) 住宅借入金等特別控除の適用期限の延長 附則第7条の3 

(2) 優良住宅地造成等のための土地等の譲渡

にかかる課税の特例の見直しに伴う改正 

附則第17条の2 

(3) 特定暗号資産取引に係る課税の見直しに

伴う新設 

附則第19条の3 

(1) 個人の市民税の住宅借入金特別税額控除の適用期限が令和１２年まで延長

されます。 

(2) 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る

住民税の課税の特例について、地すべり等防止法などに該当する区域の土地

等について除外されることとなりました。 

 (3) 特定暗号資産等に係る住民税の課税の特例について、特定暗号資産取引に

係る課税の見直しに伴い新設します。 

 

固定資産税関係 

改正概要 該当条項 

(1) 固定資産税の免税点の変更 第63条 

(1) 物価指数等の上昇を踏まえ、固定資産税の免税点について、家屋に係る免

税点を３０万円（現行：２０万円）に、償却資産に係る免税点を１８０万円

（現行：１５０万円）にそれぞれ引き上げ、令和９年度以後の年度分の固定

資産税から適用されることとなります。 

 

議案第６９号 説明資料 1/2 
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その他 

改正概要 該当条項 

(1) 法律改正に伴うもの 第34条の7､第36条の2､第36条

の3の2､第36条の3の3､附則第

6条、附則第7条の3､附則第7条

の4､附則第9条の2 

 (1) 法律の改正に伴う所要の整備等。 

 

３ 施行期日（改正条項） 

 (1) 令和９年１月１日 第36条の2､第36条の3の2､第36条の3の3､ 

附則第6条､附則第7条の3【住宅ローン控除関係】 

 (2) 令和９年４月１日 第63条【固定資産税関係】 

 (3) 令和10年１月１日 第34条の7､附則第7条の4の一部､附則第9条の2､ 

附則第17条の2【優良住宅地関係】 

 (4) 金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律 

（令和８年法律第６４号）の施行の日の属する年の翌々年の１月１日 

附則第7条の4の一部､附則第19条の3【特定暗号資産関係】 

議案第６９号 説明資料 2/2 



議案第７０号説明資料 

                             

丹波篠山市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例の 

一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

丹波篠山市過疎地域持続的発展計画（令和８年度～令和１２年度）の策定に

伴い、丹波篠山市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例につい

て、所要の改正を行います。 

 

２ 改正の概要 

本条例は、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法

律第１９号、以下「新過疎法」とする）第８条第１項に規定する過疎地域持

続的発展市町村計画であって、丹波篠山市が定めるものに記載された産業振

興促進区域内において、振興すべき業種として定められた製造業、情報サー

ビス業等、農林水産物等販売業又は旅館業の用に供する設備の取得等をした

者に係る固定資産税の課税を免除するものです。 

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に基づく省令（令和３年

総務省令第３１号）及び奄美群島振興開発特別措置法第三十八条の地方税の

課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令等の一

部を改正する省令（令和６年総務省令第３５号）により、対象期限は令和９

年３月３１日までとされていますが、丹波篠山市過疎地域持続的発展計画

（令和４年度～令和７年度）に基づき、本条例の対象期限は令和８年３月３

１日までとしていました。 

このたび、丹波篠山市過疎地域持続的発展計画が新たに策定され、対象期

限が令和１３年３月３１日まで延長されたことに伴い、省令にあわせて、条

例の対象期限を令和８年３月３１日から令和９年３月３１日まで延長しま

す。 

 

３ 施行期日 

公布の日 



議案第７１号説明資料 

 

丹波篠山市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例について 

 

 

１ 改正の趣旨 

  認可地縁団体の代表者等の個人情報保護の観点から、これまでの告示をと

おして閲覧できる状態を見直し、代表者等の住所は告示せず、認可地縁団体台

帳の写しにおいても原則として非表示とすることなどを内容とする地方自治

法施行規則の一部を改正する省令（令和８年総務省令第８６号）が、令和８年

１０月１日から施行されます。 

この改正に伴い条文構造が再編され、引用する条文に条ずれが生じるため、

所要の規定整理を行うものです。 

 

２ 改正の概要 

条番号 改正前 改正後 

第２条 第１９条第１項第１号ヘ 第１８条の３第１項第６号 

第１１条 第１９条第１項第１号ト 第１８条の３第１項第７号 

 

３ 施行期日 

  令和８年１０月１日 
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丹波篠山市地区コミュニティセンター等に関する条例の一部を改 

正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

西紀南地区には地域の集会施設がないため、旧波多野邸を地域住民の活動

拠点として利活用し、地区のコミュニティセンターとして設置するため、令

和８年７月に改修工事に着手し、令和９年２月に完成予定です。 

これに伴い、「丹波篠山市立西紀南コミュニティセンター」を規定に加え

るため、丹波篠山市地区コミュニティセンター等に関する条例の一部を改正

します。 

  

施設の概要（延べ床面積２５８.７６㎡） 

部屋名 面積 定員 

１階会議室 45.00㎡   １５人 

２階会議室 38.62㎡   １２人 

調理実習室 46.74㎡   １９人 

 

２ 改正の概要 

別表に次の施設を加えます。 

丹波篠山市立西紀南コミュニティセンター 丹波篠山市黒田４７１番地３ 

 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

 規則で定める日 

（２）準備行為 

丹波篠山市立西紀南コミュニティセンターの指定管理者の指定に関す 

る手続等は、条例の施行日前においても行うことができることとします。 

 

  

議案第７２号説明資料 
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位置図 

 

 

議案第７２号説明資料 

【施設概要】 

構造：木造２階建て 

延べ床面積：２５８．７６㎡ 

 

 

西紀南 

まちづくり協議会 

 

Ｎ  Ｎ 

宮田川 

Ｎ 

県道篠山山南線 

西紀南コミュニティセンター 

黒田 
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１階会議

室 

調理実習室 

議案第７２号説明資料 
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2階会議室 

議案第７２号説明資料 



議案第７３号説明資料 

 

丹波篠山市景観条例の一部を改正する条例について 

 

 

１ 改正の趣旨 

良好な景観の保全と形成を図るため、一定規模以上の開発行為等については、

景観法に基づく届出手続の対象とし、景観形成基準への適合を求めています。

木竹の伐採についても、除伐、間伐等を除き、皆伐などは景観への影響を確認

するため届出手続の対象としています。 

一方、伐採に際しては他の法令等に基づく手続も必要となります。このうち、

森林として再生される皆伐については、一定区域の樹木を伐採することにより

一時的に景観が変化するものの、将来的には良好な景観が回復されることが見

込まれます。また、こうした皆伐にまで複数の手続を要することが、行為者に

とって過度な負担となっているとの意見が寄せられていました。 

このため、当該皆伐のうち、周辺景観への影響が限定的である一定規模未満

のものについては、届出制度の趣旨を踏まえ、届出手続の対象から除外し、行

為者の負担軽減及び届出制度の合理的な運用を図ります。 

また、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和 8 年法律第 23 号。

令和 8 年 5 月 27 日公布、公布の日から起算して 6 月を超えない範囲内におい

て政令で定める日から施行）による景観法の一部改正に伴い、所要の改正を行

うものです。 

 

２ 改正の概要 

木竹の伐採について、現行では 500 平方メートル未満のものを届出手続の

対象から除外していますが、今回の改正では、伐採後に森林として再生される

皆伐に限り、1,000 平方メートル未満のものを対象から除外します。 

あわせて、景観法の一部改正に伴い、引用条項の条ずれを整理するとともに、

「景観整備機構」を「景観整備推進法人」に改めます。 

 

３ 施行期日 

  公布の日。ただし、景観法の一部改正に伴う引用条項の整理及び景観整備推

進法人への名称改正に関する規定は、都市再生特別措置法等の一部を改正す

る法律（令和 8 年法律第 23 号）の施行の日から施行します。 

 



議案第７４号説明資料 

    

丹波篠山市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例を定める条 

例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

  児童クラブの利用料については、保護者の負担を軽減する観点から、本条例

が施行された平成２１年４月１日以降、据え置いてきました。 

しかしながら、近年、支援員等に係る人件費の上昇や物価・エネルギー価格

の高騰により、施設の管理・運営に係る経費は増大しています。 

このような状況下において、児童クラブの質を確保し、事業を持続的かつ安

定的に継続していくため、保護者に過大な負担とならないよう配慮しつつ、受

益者負担の適正化を図る観点から、児童クラブの利用料を改定することとし、

本条例の一部を改正します。 

 

２ 改正の概要 

区分 

児童１人当たりの利用料 

（月額） 

    利用月 現行 改正案 

年度を通して

利用する場合 

月曜日から金曜日

まで利用する場合 

各月 

（８月

を除

く。） 

６，０００円 ７，０００円 

月曜日から土曜日

まで利用する場合 
８，４００円 ９，２００円 

月曜日から金曜日

まで利用する場合 
８月 

６，０００円 １０，０００円 

月曜日から土曜日

まで利用する場合 
８，４００円 １２，３００円 

長期休業期間

中のみ利用す

る場合 

月曜日から金曜日

まで利用する場合 
４月 

２，０００円 ２，８００円 

月曜日から土曜日

まで利用する場合 
２，８００円 ３，３００円 

月曜日から金曜日

まで利用する場合 
７月 

２，０００円 ４，４００円 

月曜日から土曜日

まで利用する場合 
２，８００円 ５，０００円 

月曜日から金曜日

まで利用する場合 ８月 ６，０００円 １０，０００円 



月曜日から土曜日

まで利用する場合 ８，４００円 １２，３００円 

月曜日から金曜日

まで利用する場合 
１２月 

１，４００円 １，６００円 

月曜日から土曜日

まで利用する場合 １，４００円 ２，２００円 

月曜日から金曜日

まで利用する場合 
１月 

１，４００円 １，１００円 

月曜日から土曜日

まで利用する場合 １，４００円 １，１００円 

月曜日から金曜日

まで利用する場合 
３月 

２，０００円 ２，８００円 

月曜日から土曜日

まで利用する場合 ２，８００円 ３，３００円 

 

３ 施行期日 

令和９年４月１日 



議案第７５号説明資料 

    

丹波篠山市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準 

を定める条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

  学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の

防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第６９号）が令和８年

１２月２５日から施行されます。これに伴い、児童等に対して教育、保

育等を提供する事業者は、従事者による児童対象性暴力等を防止する措

置を講じること等が義務付けられることとなりました。 

同法の実施に当たり、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基

準（令和７年内閣府令第１号）の一部改正が行われ、乳児等通園支援事

業（こども誰でも通園制度）を実施する事業者は、従事者に係る犯罪事

実確認その他の必要な措置を講じなければならない旨の規定が整備さ

れました。 

このことにより、国の基準に準じて定めている丹波篠山市乳児等通園

支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和７年丹波篠山

市条例第３６号）について、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関す

る基準の一部改正内容に沿って一部改正を行います。 

 

２ 改正の概要 

 乳児等通園支援事業者は、従事者による児童対象性暴力等の防止の措

置等を義務として実施すべき事業者として、従事者に係る犯罪事実確認

その他の必要な措置を講じなければならない旨の規定を新たに定めま

す。 

 

３ 施行期日 

令和８年１２月２５日 
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議案第７６号説明資料 

    

丹波篠山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 

基準を定める条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

児童福祉法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴うこども家庭庁関係内閣

府令の整備等に関する内閣府令（令和８年内閣府令第３号）が公布され、国家戦略

特別区域法（平成２５年法律第１０７号）第１２条の４第１項で規定されていた国

家戦略特別区域小規模保育事業が、満３歳以上限定小規模保育事業として全国展開

されることになったため、満３歳以上限定小規模保育事業に関する基準の整備が行

われたことにより、本条例について、所要の改正を行うものです。 

   

２ 改正の概要 

本条例の改正は、これまで国家戦略特別区域に限定されていた満３歳以上の小規

模保育事業が、特区における実績を踏まえ、全国展開されることになり、満３歳以

上限定小規模保育事業が創設されたことに伴う所要の改正です。 

本条例は、主に特定教育・保育施設、保育所及び幼稚園、認定こども園について

規定していますが、一部に小規模保育事業についての規定があるため、所要の改正

を行います。 

なお、新たに創設された満３歳以上限定小規模保育事業は、これまで特区でのみ

実施可能であった事業が全国で実施できるようになった制度の拡充であり、保護者

や事業者に不利益が生じるものではありません。現状において、市内には小規模保

育事業を実施している事業所はありません。 

また、これまでは「教育・保育給付認定子ども」として支給認定を受けた子ども

の総称のみが規定されていましたが、これに加えて、幼稚園や認定こども園の幼稚

園枠を利用するいわゆる１号認定（子ども・子育て支援法第１９条に規定）を指す

子どもを「教育認定子ども」、保育所や認定こども園の保育枠を利用するいわゆる

２号認定を指す子どもを「満３歳以上保育認定子ども」、保育所や認定こども園の

３歳未満児、いわゆる３号認定の子どもを「保育認定子ども」として規定されたこ

とに伴い、条文内の用語の整理を行います。 
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【新旧・区分別】小規模保育事業の比較整理表 

比較項目 
満３歳未満等小規模保育事業 

（旧来の事業） 

満３歳以上限定小規模保育事

業 

（新制度） 

制度の成り立

ち 
従来の「小規模保育事業」 

旧「国家戦略特別区域小規模

保育事業」が、全国展開・恒

久化されたもの 

主な対象児童 満３歳未満（０～２歳児） 満３歳以上（３～５歳児） 

利用定員 ６人以上１９人以下 ６人以上１９人以下 

事業の類型 

地域のニーズや職員資格等に

応じ、Ａ型・Ｂ型・Ｃ型 の

３区分あり 

基本的にＡ型（有資格者中

心）に準ずる形態 

職員配置基準 

保育所（０～２歳児）の配置

基準に準じ、さらに原則プラ

ス１名の職員を配置 

保育所（３～５歳児）の配置

基準に準ずる 

設備（面積）

基準 

「乳児室」や「ほふく室」な

ど、乳幼児（０～２歳児）の

安全な発達を保障するための

面積基準が適用される 

満３歳以上児の活動量に応じ

た「保育室」や「遊戯室」な

どの面積基準が適用される

（屋外遊戯場の確保等も含

む） 
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教育・保育認定子どもの細分化に関するまとめ（表） 

法律上の用語 実務上の呼称 年齢 

保育の必

要性（就

労等） 

主な利用施

設 

教育・保育給

付認定子ども 

(※１) 

（支給認定を受けた

子ども全員の総称） 
- - - 

教育認定子ど

も (※２) 
１号認定 

満３歳

以上 
不要 

幼稚園、認

定こども園 

満 3歳以上保

育認定子ども 

(※２) 

２号認定 
満３歳

以上 
必要 

保育所、認

定こども園 

満３歳未満保

育認定子ども

（保育認定子

ども） (※２) 

３号認定 
満３歳

未満 
必要 

保育所、地

域型保育 

※１ 子ども・子育て支援法第２０条により規定。 

※２ 子ども・子育て支援法第２７条により規定。 

 

３ 施行期日 

  公布の日の翌日 

ただし、満３歳以上限定小規模保育事業に係る改正部分については、本改正条例 

の公布の日 
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議案第７７号説明資料 

    

丹波篠山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

今回の改正の趣旨は次の３つの理由によるものです。 

１つ目は、児童福祉法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴うこども家庭庁 

関係内閣府令の整備等に関する内閣府令（令和８年内閣府令第３号）が公布され、 

国家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号）第１２条の４第１項で規定され 

ていた国家戦略特別区域小規模保育事業が、満３歳以上限定小規模保育事業として 

全国展開されることになったため、満３歳以上限定小規模保育事業に関する基準の 

整備が行われたことにより、本条例について所要の改正を行うものです。 

２つ目は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する内閣府 

令（令和８年内閣府令第１０号）が公布され、保育所における保育士の数の算定に 

当たって、理学療法士等について、１人に限り、保育士とみなすことができる規定 

が設けられたことから、本条例について所要の改正を行うものです。 

３つ目は、学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防 

止等のための措置に関する法律施行規則（令和７年内閣府令第１０４号）が公布さ 

れ、従事者による児童対象性暴力等を防止する措置等の実施が義務付けられること 

から、本条例について所要の改正を行うものです。 

これは特定の性犯罪歴のある人が教育・保育など、子どもに関わる仕事につけな 

いようにする仕組みで、対象となる施設では職員の過去の性犯罪の履歴を確認する 

ことになります。 

 なお、市内にはこれらの改正対象となる家庭的保育事業や小規模保育事業を実施 

している事業所はありません。 

   

２ 改正の概要 

（１）満３歳以上限定小規模保育事業創設に伴う改正 

・満３歳以上限定小規模保育事業者は、連携協力を行う保育所、幼稚園又は 

認定こども園を適切に確保する旨を規定します。 

・満３歳以上限定小規模保育事業は、小規模保育事業Ｂ型及び小規模保育 

事業Ｃ型からは除外される旨を規定します。 

 

（２）理学療法士等を保育士とみなす改正 

保育士の数の算定に当たって、理学療法士等を１人に限り、保育士とみなすこ
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とができる旨を規定します。 

理学療法士等の範囲は次の表のとおりです。 

 

【理学療法士等】 

・理学療法士 

・作業療法士 

・言語聴覚士 

・心理担当職員（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による 

大学（短期大学を除く。）若しくは大学院において、心理学を専修する 

学科、研究科若しくはこれに相当する課程を修めた者であって、個人 

及び集団心理療法の技術を有する者又はこれと同等以上の能力を有す 

ると認められる者をいう。） 

・障害児の療育及び障害児に係る療育の指導を行う業務に５年以上従事 

した経験を有する者のいずれかに該当する者であって、子育てに関す 

る知識及び経験を有する者 

 

 

（３）保育従事者による児童対象性暴力等を防止する措置等の実施義務付けによる 

改正 

・学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等 

のための措置に関する法律（いわゆるこども性暴力防止法）の施行期日が定め 

られたことに伴い、児童対象性暴力等の防止について規定します。 

 

３ 施行期日 

  公布の日の翌日 

ただし、満３歳以上限定小規模保育事業に係る改正部分については、本改正条例 

の公布の日、こども性暴力防止法に係る改正部分については、令和８年１２月２５ 

日 

 



議案第７８号説明資料 

    

丹波篠山市立認定こども園条例等の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

丹波篠山市における保護者の就労状況の変化に伴う多様な保育ニーズに対応す

るため、城東地区における安全・安心な乳幼児教育、保育環境を確保するため、城

東保育園とかやのみ幼稚園を統合し、旧城東中学校の跡地に「丹波篠山市立かやの

み認定こども園」を設置するため、また、これまで城東保育園の園舎内で実施して

いた預かり保育を新設する認定こども園で実施するため、関係する４つの条例につ

いて改正するものです。 

   

２ 改正の概要 

（１）丹波篠山市立認定こども園条例の一部改正（第１条） 

 第２条の表にかやのみ認定こども園の項目を追加します。 

丹波篠山市立かやのみ認定

こども園 

丹波篠山市日置１２７番地 １１５人 

 

（２）丹波篠山市立幼稚園設置条例の一部改正（第２条） 

第２条の表の「丹波篠山市立かやのみ幼稚園」の項目を削除します。 

 

（３）丹波篠山市保育所条例の一部改正（第３条） 

   別表の「城東保育園」の項目を削除します。 

 

（４）丹波篠山市預かり保育施設の設置及び管理に関する条例の一部改正（第４条） 

   別表の「しろたきクラブ」の項目を削除します。 

 

３ 施行期日 

  令和９年４月１日 

  ただし、準備行為として、かやのみ認定こども園の入所の承諾、入所の手続その

他の行為は、この条例の施行の日前においても行うことができるものとします。 



議案第７９号説明資料 

    

丹波篠山市立幼稚園設置条例及び丹波篠山市預かり保育施設の設置及び 

管理に関する条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

篠山幼稚園、たまみず幼稚園及び岡野幼稚園の３幼稚園区における、幼児教育に

おいて望ましい一定数の集団生活を確保し、子どもたちがより豊かな関わりの中で

多様な経験をすることができる教育環境を整えるため、篠山幼稚園、たまみず幼稚

園、岡野幼稚園の３園を現在の篠山幼稚園の場所に統合し、「丹波篠山市立ささや

ま幼稚園」を設置するため、また、預かり保育施設の通所区域について新たな統合

園に改めるため、関係する２つの条例について改正するものです。 

  

２ 改正の概要 

（１）丹波篠山市立幼稚園設置条例の一部改正（第１条） 

第２条の表の篠山幼稚園の名称を「ささやま幼稚園」に改め、たまみず幼稚園

及び岡野幼稚園の項目を削除します。 

 

（２）丹波篠山市預かり保育施設の設置及び管理に関する条例の一部改正（第２条） 

   別表中、「こどものおしろ」の通所区域を「篠山幼稚園、たまみず幼稚園及び

岡野幼稚園の通園区域」から「ささやま幼稚園の通園区域」に改めます。 

 

３ 施行期日 

  令和９年４月１日 
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議案第８０号説明資料 

 

丹波篠山市清掃センター運営協議会の廃止について 

 

１ 議案の趣旨 

  丹波篠山市清掃センター運営協議会（以下「協議会」といいます。）につ

いて、地方自治法第２５２条の６（昭和２２年法律第６７号）の規定により

その例によることとされる同法第２５２条の２の２第３項の規定に基づき、

丹波市と協議のうえ、令和９年３月３１日をもって廃止するため、議会の議

決を求めるものです。 

 

２ 廃止の理由 

  丹波篠山市と丹波市は、丹波市山南地域から発生する廃棄物の処理を丹波

篠山市清掃センターにおいて行うことについて、平成１６年１１月１日に地

方自治法第２５２条の２の２の規定に基づき協議会を設置し、同センター事

務の管理及び執行に関する協議・調整を行ってきました。 

 その後、平成２９年３月７日付けの両市の確認書において、丹波篠山市清

掃センターでの丹波市山南地域のごみの受入れを行うのは平成３９年（令和

９年）３月までと定めました。 

  これにより、令和９年３月末をもってごみの受入れが終了し、以後の協

議・調整の必要がなくなることから、本協議会を廃止するものです。 

 

３ 協議会を構成する地方公共団体 

  丹波篠山市、丹波市（２市） 

 

４ 今後の手続きについて 

本議案について関係市町村の各議会において議決をいただいた後、以下の

手続きを行います。 

(1) 丹波市と「丹波篠山市清掃センター運営協議会の廃止に関する協議書」

を締結（令和８年１０月予定） 

(2) 地方自治法第２５２条の６の規定に基づく、廃止の告示（令和８年１０

月予定） 

(3) 兵庫県知事への届出（令和８年１１月予定） 
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参考資料 平成２９年３月７日付け確認書 
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丹波篠山市おとわの森子育てママフィールドの指定管理者の指定 

について 

 

 

 

１ 指定管理者  

所在地   ：丹波篠山市大沢新１４４番地２ 

団体名   ：特定非営利活動法人里地里山問題研究所 

代表者氏名 ：鈴木 克哉 

 

２ 指定管理期間 

 令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで（５年間） 

 

３ 提案指定管理料 

 ９，７６７，０００円／年 

 

４ 管理運営 

（１）運営方針 

地域の子育て家庭に対する育児支援及び地域の活性化を図るため、子育て

中の保護者と子どもが安心して集い、遊び、学び、相談し、地域とつながる

ことのできる子育て支援拠点を目指す。また、丹波篠山の自然や文化、地域

人材等の資源を活かし、乳幼児期から小学生期までを見通した子育て支援を

充実させる。 

（２）取組内容 

年齢別の親子交流事業、保護者の心身のリフレッシュを目的とした事業、

家庭や地域における子育て環境を考える勉強会、親子の絆づくり事業、小学

生を対象とした自然体験活動、乳幼児親子の居場所づくり、親子同士の仲間

づくり、地域住民との交流事業など 

 

５ 指定管理者選定委員会での審議 

（１）丹波篠山市おとわの森子育てママフィールドに係る指定管理候補者検討

会での評価結果を受け、８月６日に開催した指定管理者選定委員会におい

て、特定非営利活動法人里地里山問題研究所を指定管理候補者として選定

することを妥当とした。 

 

 

議案第８１号説明資料 
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（２）丹波篠山市指定管理者選定委員会委員名簿 

氏 名 役 職 等 備 考 

堀井 宏之 副市長 委員長 

丹後 政俊 教育長 副委員長 

竹見 聖司 行政経営部長  

藤田 尚位  企画総務部長  

河南 剛 学校教育部長  

 

６ 指定管理候補者検討会での評価 

（１）指定管理候補者の検討及び評価のため、外部委員等５名より構成する「指

定管理候補者検討会」を設置し、指定管理候補者を公募したところ１団体

の応募があり、７月２１日に申請書類及び提案内容を総合的に評価し、特

定非営利活動法人里地里山問題研究所を指定管理候補者として指定管理者

選定委員会へ推薦した。 

 

（２）丹波篠山市おとわの森子育てママフィールド指定管理候補者検討会委員

名簿 

氏 名 役 職 等 備 考 

中野 悟 丹波篠山市教育委員会事務局  

こども未来部長 

委員長 

上田 忠 味間地区自治会長会 会長 副委員長 

森 豊彦 味間地区まちづくり協議会 会

長 

 

三宅 利裕 公認会計士  

久保 詩織 市内在住児童保護者  

 

【評価結果一覧表】 

 

評価項目 

 

配点 
申請者 

特定非営利活動法人里地里山問

題研究所 

① 管理運営方針 ５ ４．５ 

② 利用ニーズに応じた質の高い管

理運営に向けた取り組み 

２０ １６．０ 

③ 費用対効果の観点等から、効率的

な管理運営に向けた取り組み 

１０ ８．０ 
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④ 危機管理体制の確保 １２ １０．０ 

⑤ 申請団体の管理運営体制 ８ ５．５ 

⑥ 申請団体の経理的基礎 １０ ８．０ 

⑦ 申請団体の技術的能力、類似施設

の運営実績 

１０ ７．０ 

⑧ 提案価格 １０ ８．０ 

⑨ 自主事業 １５ １２．０ 

合 計 １００ ７９．０ 

 

７ 総評 

（１）申請団体は１団体のみであり、他団体との比較はできないものの、全委 

  員が７０点以上の評価を付けた。各委員の採点結果について、評価項目ご

とに最高点及び最低点を除いて集計した結果、平均得点は７９点となり、

管理運営能力は総合的に高く評価された。 

 

（２）申請団体は、平成２９年のおとわの森子育てママフィールド開設当初か

ら施設管理に携わり、多様な子育て支援事業を継続して実施してきた実績

を有している。    

また、地域や大学等との連携体制も構築されており、これまでの運営実績

と提案内容を総合的に勘案すると、今後も安定した施設運営と利用者サービ

スの向上が期待できる。 



 

 

議案第８２号説明資料 

 

令和７年度丹波篠山市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

１ 提案の理由 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、

地方公営企業に生じた利益のうち、特定の使途目的を与えられていない未処分利

益剰余金の処分は、議会の議決を経て行わなければならないことから、令和７年

度の未処分利益剰余金にかかる処分の議決を求めるものです。 

 

２ 処分の理由及び内容 

令和７年度の未処分利益剰余金５７１，１３３，６９３円は、令和７年度の純

利益２６６，６６９，３１３円と、令和７年度の企業債償還に充てるため取り崩

した減債積立金２７３，０００，０００円並びに建設改良事業の財源として取り

崩した建設改良積立金３１，４６４，３８０円を加算した額です。 

処分については、このうち次年度以降の企業債償還に充てるため２４６，４６

７，３１３円を減債積立金に積み立て、建設改良事業の財源とするため２０，２

０２，０００円を建設改良積立金に積み立てます。 

また、令和７年度の企業債償還と建設改良事業に使用した減債積立金並びに建

設改良積立金の取崩額３０４，４６４，３８０円を資本金に組み入れます。 

 

 

○剰余金処分計算書                      （単位：円） 

 資本費 資本剰余金 未処分利益剰余金 

令和７年度末残高 3,993,543,972 1,717,003,359 571,133,693 

議会の議決による処分 304,464,380 0 △571,133,693 

 減債積立金への積立 0 0 △246,467,313 

 建設改良積立金への積立 0 0 △20,202,000 

 資本金への組入 304,464,380 0 △304,464,380 

処分後残高 4,298,008,352 1,717,003,359 0 

 

 

 



議案第８３号説明資料 

 

令和７年度丹波篠山市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

１ 提案の理由 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、

地方公営企業に生じた利益のうち、特定の使途目的を与えられていない未処分利

益剰余金の処分は、議会の議決を経て行わなければならないことから、令和７年

度の未処分利益剰余金に係る処分の議決を求めるものです。 

 

２ 処分の理由及び内容 

令和７年度の未処分利益剰余金１７７，０５８，８３９円は、令和６年度から

繰り越した未処分利益剰余金９９，３４３，３４３円と、令和７年度の純利益７

７，７１５，４９６円を加算した額です。 

処分については、このうち次年度以降の企業債償還のため７７，７１５，４９

６円を減債積立金に積み立てます。 

また、令和７年度の資本的収支不足額の補てんに使用した９９，３４３，３４

３円を資本金に組み入れます。 

 

 

○剰余金処分計算書                     （単位：円） 

 資本費 資本剰余金 未処分利益剰余金 

令和７年度末残高 6,596,333,718 0 177,058,839 

議会の議決による処分 99,343,343 0 △177,058,839 

 減債積立金への積立   0 0 △77,715,496 

 資本金への組入 99,343,343 0 △99,343,343 

処分後残高 6,695,677,061 0 0 

 

 


